
地籍調査における筆界未定の発生防止に係る申し入れへの対応について

追加資料

まちづくり部

令和7年6月市議会 建設水道委員会 所管事項調査

（1） 申し入れ
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４ 地籍調査の有効性とその意
義を広く市民への周知啓発
を徹底すること。

２ 市から受託業者に対し、
筆界未定の発生防止に努め
るよう指導するとともに、
市も積極的に関与すること。

１ 筆界未定となった場合に
は、隣接地を含めて、土地
取引等に大きな支障を及ぼ
すことを周知すること。

申入れ事項

○事業者との申入れ内容の共有

事業者説明会を開催、申入れ文書を提示、内容を共有し、連携して

筆界未定の発生防止に取り組むことを確認（実施済み）

○現地立会不協力者情報共有と個別対策協議の年内実施

年内に市と受託業者とで現地立会不協力者の情報を共有、土地ごと

に個別対策協議を実施（実施予定）

○ホームページに新たなページを作成

新たに「筆界未定のデメリット」のページを創設（実施済み）

○現地立会不協力者及び隣接地権者への協力要請の強化

隣接地権者への聞き取りや現地立会不協力者宅への訪問などの十分

な期間の確保（実施予定）

対 応 状 況

〇ホームページに新たなページを作成

新たに「地籍調査の有効性とメリット」のページを創設

（実施済み）

３ 国の新制度の活用も含め、
あらゆる手段を用い、筆界
未定の発生防止に最大限努
めること。

〇個別対策協議に基づく受託業者と連携した取組の実施

年内に実施した土地ごとの個別対策協議に基づき、国の新制度の活

用など筆界未定の発生防止策を実施（実施予定）

（2） 対応状況

-2-



(参考１）ホームページに新たなページを作成（筆界未定のデメリット）
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○事業者との申入れ内容の共有

事業者説明会を開催、申入れ文書を提示、内容を共有し、連携して
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(参考２）事業者との申入れ内容の共有（地籍調査事業事務打ち合わせ会の開催）
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(参考３）国の新制度（土地境界のみなし確認制度）
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４ 地籍調査の有効性とその意
義を広く市民への周知啓発
を徹底すること。

２ 市から受託業者に対し、
筆界未定の発生防止に努め
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用など筆界未定の発生防止策を実施（実施予定）
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（参考４）ホームページに新たなページを作成（地籍調査の必要性とメリット）
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